
活動指標及び
活動実績

＇アウトプット（

活動実績
＇当初見込

み（
回

920,540 865,447 集計中 ―

(                 ) (                )

火災における死者数

成果実績 人 1,969 1,877

達成度

計 4,785 7,846

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

上記以外＇庁費の類
等（

2,840 4,320 特別枠及び東日本大震災復旧・復興に係る事業を計上したことによる増

航空機購入費 1,500 3,400 特別枠及び東日本大震災復旧・復興に係る事業を計上したことによる増

住宅用火災警報器普
及支援事業費補助金

317

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

諸謝金 21 21

0 皆減＇前年度限りの経費（

10 11

旅費の類＇職員旅費　等（ 97 94

褒賞品費

(       ―       )

単位当たり
コスト

算出困難なため未記載 算出根拠 ―

緊急消防援助隊の出動隊数

立入検査実施状況

救救出動件数
活動実績
＇当初見込

み（
件

5,097,094 5,122,226 5,463,201 ―

(                 ) (                )

成果目標及び
成果実績

＇アウトカム（

活動実績
＇当初見込

み（
隊

310 6 約5,900
＇H23.3.31時点（

96.8

％ 101.8 104.7

1,734

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度

(        ―       )

救命率
＇心原生かつ一般市民によって心肺機能停止の

時点が目撃された症例の1ヶ月後生存率（

成果実績 ％ 10.4

目標値
＇年度（

緊急消防援助隊の登録隊数
成果実績 隊 4,165 4,278 4,354

4,500
＇25年度（

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ 92.6 95.1

22年度

執行額 2,899 9,632 11,321

執行率（％） 92.3% 88.4% 75.4%

繰越し等 -2,716 -13,487 12,056 5,173

計 3,140 10,902 15,010 18,398 7,846

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　消防防災体制等の整備に係る各種調査、検討、助言、普及啓発等を行うほか、消防防災体制の充実強化を図るた
めの各種の施設・設備の整備等を行うもの。①消防・防災関連では、緊急消防援助隊の充実強化や市町村消防の広
域化、消防団の充実・活性化、消防救急無線・防災行政無線のデジタル化などの推進に係る各種調査、検討、地方公
共団体への助言等を行う。②救急関連では、消防と医療の連携や救急救命措置の質の向上など救急業務の高度化を
推進するための調査、助言、情報提供等を実施する。③火災予防関連では、住宅用火災警報器の設置、小規模施設
における防火安全対策や危険物施設の事故防止対策等に係る企画立案、検討などを推進する。④国民保護関連で
は、Ｊ－ＡＬＥＲＴの設置推進のための助言等や国民保護訓練の実施などを行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2,575 1,787 1,953 4,785 7,846

補正予算 3,281 22,602 1,001 8,440

事業番号 170

　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(   総務省　)

事業名

消防防災体制等の整備に必要な経費（市民の救急相
談に応じる窓口の設置（救急安心センターモデル事
業）及び緊急消防援助隊設備整備費補助金等の補助
事業を除く）

担当部局庁 消防庁 作成責任者

根拠法令
＇具体的な

条項も記載（
消防組織法、消防法、災害対策基本法等

関係する計画、
通知等

左記根拠法に基づくもの

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

事業開始・
終了(予定）年度

平成20年度～ 担当課室 総務課ほか 課長　大庭 誠司

会計区分 一般会計 施策名 Ⅶ－4　消防防災体制の充実強化

　国民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、水火災または地震等の災害を防除し、及びこれらの災害
による被害を軽減すること。

23年度活動見込

107.6

前年以下

―

11.4 集計中 前年以上

達成度 ％ 102.0 109.6 ―



　現行案のとおり、特別枠及び東日本大震災復旧・復興に係る事業を計上しつつ予算要求を行う。

補記　＇過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載（

点
検
結
果

　東日本大震災等を踏まえた消防防災行政に対する政策的要請や、現場の消防機関からの要望等を踏まえ、重要性・緊急性が高い事業
に予算を重点配分しつつ、継続して平成24年度概算要求を行う。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点＇概算要求における反映状況等（

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

消防防災行政の高い成果目標に対してそれを達成する
政策手段は限られており、成果実績を上げるためあらゆ
る政策手段を総動員することが必要。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

△ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

大規模災害の発生など不測の事態に備えて、旅費・庁
費など各種予算の執行管理を徹底している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

国民の消防防災行政に対する高いニーズに比して予算
額が少ないため、限られた予算を出来る限り効率的に
活用している。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。



※平成22年度実績を記入

　

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

消防庁 
 

11,321百万円 

消防防災体制等の整備に係る
各種の調査、検討、助言、普及
啓発等を行うほか、消防防災体
制の充実強化を図るための各種
の資機材、装備等の整備を行
う。契約は物品購入や役務提供
などの公共調達が主。 

民間業者    67団体 

公益法人     3団体 
 

金額 8,356百万円 

物品の製造・納入、調査委託な
どの役務の提供等 

A【一般競争入札】 

民間業者等   19団体 

公益法人     1団体 
 

金額  838百万円 

物品の製造・納入、調査委託な
どの役務の提供等 

C【総合評価入札】 

金額  257百万円 

旅費、謝金の支払い等 

【その他】 

民間業者等   184団体 

公益法人等    44団体 

地方公共団体等 24団体 

学校法人等    7団体 

その他      6人 
 

金額  1,853百万円 

物品の製造・納入、調査委託な
どの役務の提供等 

E【随意契約】 

民間業者    1団体 
 

金額 229百万円 

専門性の高い業務の再委託 

D【委託】 

民間業者    2団体 
 

金額 8百万円 

専門性の高い業務の再委託 

B【委託】 

民間業者等   5団体 
 

金額  17百万円 

物品の製造・納入、調査委託な
どの役務の提供等 

F【公募】 



金　額
(百万円（

費　目 使　途
金　額

(百万円（

D.エヌ･ティ・ティ・ファネット・システムズ＇株（ H.

費　目 使　途

計 229 計 0

設計・開発業務ハードウェア設計・製造・試験費 90

物品調達 ハードウェア・ソフトウェア保守費 23

計 567 計 0

物品調達 ハードウェア・ソフトウェア調達費 116

支援業務 設定業務支援・受信機開通支援費 3

物品調達 ハードウェア・ソフトウェア調達費 131

設計・開発業務 ハードウェア設計・構築・試験・工事費 53

業務委託費 エヌ・ティ・ティ・ファネットシステムズ㈱に再委託 229

設計・開発業務 開発アプリ設計・製造・試験費 151

計 4 計 5

C.NTTコミュニケーションズ＇株（ G.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

その他 諸経費 1

人件費 システム保守に係る人件費 4 人件費 大型ブロアー・ウォーターカッター点検整備 3

物品購入費 交換部品代 1

計 1,521 計 420

B.＇株（総合システムサービス F.櫻護謨＇株（

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

人件費 図面書類作成等 10

127

回線費 ＩＰ-ＶＰＮ回線、ＤＢ使用料等 63 材料費 自社製品調達 90

印刷製本費 報告書作成 3 その他 消費税 20

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.＇株（NTTデータ E.トーハツ＇株（

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

改修費 指令台システムの改修等 1,222 物品購入費 資機材、車輌 173

人件費 統合化における統制・管理・各種調整 233 業務委託費 艤装、車輌陸送



支出先上位１０者リスト
A.

B.

※当該ブロックの事業に係る契約は民間企業間での契約であるため、入札者数及び落札率は「―」としている。

C.

D.

※当該ブロックの事業に係る契約は民間企業間での契約であるため、入札者数及び落札率は「―」としている。

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1
エヌ・ティ・ティ・ファネット・
システムズ(株)

全国瞬時警報システム＇J-ALERT（の高度化に対応するための開発
事業

229 ― ―

9 (株)住化分析センター 火災危険性を有するおそれのある物質に関する調査及び危険性評価 12 2 95.1%

10 (株)エイエイピー 大学生等の消防団シンポジウムに関する委託業務 11 6 89.0%

7 (株)エイエイピー 消防団入団促進に関する雑誌広告作成・掲載業務 14 7 96.2%

8 (株)読売連合広告社
平成２２年度住宅防火対策推進シンポジウムの実施に関する運営等
業務一式

12 1 100.0%

5 (株)NTTデータ・アイ
搬送・受入実施基準対応救急医療情報システム構築・救急業務ＩＣＴ
活用実証研究請負

24 1 100.0%

6 株式会社竹中工務店 高齢者の生活実態を踏まえた発火源対策に係る検証実験等業務 14 2 92.9%

3
プライスウォーターハウス
クーパーズ株式会社

平成22年度消防防災業務の業務・システム最適化実施に伴う業務
支援

27 7 68.8%

4
三菱東京UFJリサーチ＆コ
ンサルティング(株)

救急業務高度化推進・消防機関新型インフルエンザ対策調査及びこ
れらの検討会運営

25 3 93.4%

1 NTTコミュニケーションズ(株)
全国瞬時警報システム＇J-ALERT（の高度化に対応するための開発
事業

567 2 63.9%

2 西菱電気(株) 次期統計調査系システムの構築に係る設計・開発業務 29 7 60.0%

2 (株)NTTデータ・アイ 平成22年度消防本部への効率的な119番回線接続法に係る調査研究業務等 3 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1 (株)総合システムサービス平成22年度緊急消防援助隊動態情報システム保守点検業務 4 ― ―

140 4 88.8%

セコム＇株（ 連動型住宅用火災警報器の調達＇6月～9月分（ 280 7 37.7%

10 第一実業株式会社 支援車Ⅰ型　47台＇10月納期分（の調達

9

8 第一実業株式会社 支援車Ⅰ型　47台＇11月納期分（の調達 350 4 88.8%

6 第一実業株式会社 支援車Ⅰ型　47台＇12月納期分（の調達 560 4 88.8%

7 帝国繊維(株) 海水利用型消防水利システムの調達 469 2 96.6%

4 第一実業株式会社 支援車Ⅰ型　47台＇1月納期分（の調達 630 4 88.8%

5 第一実業株式会社 支援車Ⅰ型　47台＇2月納期分（の調達 630 4 88.8%

2 第一実業株式会社 支援車Ⅰ型　47台＇3月納期分（の調達 980 4 88.8%

3 セコム＇株（ 連動型住宅用火災警報器の調達＇10、11月分（ 713 7 37.7%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1 ＇株（NTTデータ 新発信地表示システムと位置情報通知システムの統合に係る実証実験業務 1,521 2 96.6%



E.

※上記1～5及び7～9は一般競争入札が不落に終わったことによる随意契約

F.

防災・危機管理ｅ－カレッジ用ホスティングサービス利用 15 100.0%

6
ユーロコプタージャパンＴ
＆Ｅ＇株（

消防庁ヘリコプター「ＪＡ０１ＦＤ」の機体追加整備一式

5 茨城日立情報サービス＇株（ ソフトウェア＇ＳＰＳＳ社　Ｃｌｅｍｅｎｔｉｎｅ　日本語版（の技術サポート等 2 1 99.2%

1 櫻護謨(株) 特別高度工作車積載装置等の点検整備業務 5 1 98.2%

2 ユーロコプタージャパン＇株（ ユ－ロコプタ－式ＡＳ３６５Ｎ３型ヘリコプタ－用部品ほか１点の購入費 5 1

6 帝国繊維株 ウォーターカッター車積載装置等の点検整備業務 1 1 99.2%

3 櫻護謨(株) 大型ブロワー車積載装置等の点検整備業務 2 1 98.4%

4 トピー工業株式会社 検知・探査型災害対策用ロボットの点検整備業務の請負 2 1 96.0%

95.5%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

8
株式会社インターリスク
総研

「自主防災組織の手引」作成・印刷・発送業務の委託 6 99.2%

随意契約

10 帝国繊維(株) 緊急消防援助隊用放射線防護資機材の購入費 6 100.0%

9 (株)毎日広告社 事業所等の消防団シンポジウムに関する委託業務 6 100.0%

7
パナソニックシステムソ
リューションズジャパン＇株（

100.0%

1 トーハツ(株) 消防団救助資機材搭載型車両　52台の調達 420 100.0%

29 99.9%

5 TPS太陽＇株（ 第4回緊急消防援助隊全国合同訓練部隊運用訓練における会場設営業務費 62 99.8%

4 株式会社モリタ 消防団救助資機材搭載型車両　42台の調達 337 100.0%

2 (株)マキタ沼津 消防団救助資機材搭載型車両　48台の調達 388 100.0%

入札者数

3 株式会社モリタ 消防団救助資機材搭載型車両　43台の調達 345

落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（


